
業務実施契約書（単独型）


１　業務名称：	●●●国○○○○○○○○○（＜担当分野＞）
２　業務実施地：	●●●国
３　履行期間：	（西暦で記入）年　　　月　　　日から
	（西暦で記入）年　　　月　　　日まで
４　契約金額：	　　　　　　　　円
（内　消費税及び地方消費税の合計額　　　　　　円）
【事業実施・支援業務の場合[footnoteRef:1]】 [1:  事業実施・支援業務にて、業務実施地が「日本」となる場合は課税契約となるため、消費税及び地方消費税を計上すること。なお、業務実施地が海外の場合も、不課税契約であることを示すため、「0円」として記載すること（記載を省略しないこと）。] 

（内　消費税及び地方消費税の合計額　　　　　０円）


頭書業務の実施について、独立行政法人国際協力機構（以下「発注者」という。）と受注者名〔組織名〕を記載（以下「受注者」という。）とは、おのおの対等な立場における合意に基づいて、次の条項によって契約(以下「本契約」という。)を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。

（契約書の構成）
第１条　本契約は、本契約書本体の他、本契約の一部としての効力を持つ次に掲げる文書により構成される。なお、本契約を構成する文書中に規定される「文書」、「書面」及び「書類」については、あらかじめ発注者が指定した場合には、指定の電磁的方法によるものとし、指定がない場合には紙媒体によるものとする。
（１）業務実施契約（単独型）約款（調査業務 or 事業実施・支援業務）（以下「約款」という。）
（２）附属書Ⅰ「業務仕様書」
（３）附属書Ⅱ「契約金額内訳書」

（監督職員等）
第２条　約款第５条に定める監督職員は以下の職位にあるものとする。
（１）監督職員　　：（　　　部　　　課の課長又は　　　事務所の次長）


（約款の一部変更適用）
第３条　本契約においては、約款のうち、次に掲げる条項については、当該約款の規定によらず、次のとおり変更して適用する。 


【約款変更の追加：（１）及び（６）ロは、「※」に該当する契約の記載を追加します。（２）～（５）イまでは全契約に追加します。】
※調査業務の場合
	（1） 約款第1条（総則）、第5条（監督職員）、第10条（安全対策措置等）及び第16条（部分払い）にある「監督職員等」を「監督職員」に変更する。



※事業実施・支援業務の場合
	（1） 約款第1条（総則）、第5条（監督職員）及び第10条（安全対策措置等）にある「監督職員等」を「監督職員」に変更する。



（2） 約款第5条（監督職員）
1 第1項中「また、必要に応じて分任監督職員を定める。」を削除する。
2 第2項中「及び分任監督職員（以下「監督職員等」という。）」を削除する。
3 第3項中「また、分任監督職員を置き前項の権限を分担させたときは、それぞれの監督職員等の有する権限の内容を、」を削除する。
（3） 約款第10条（安全対策措置等）
1 第9項中「第2号第1号」を「第2条第1号」に変更する。
（4） 約款第13条（契約金額の精算）
1 第5項第2号「国内作業と現地作業の振替により日当・宿泊料、戦争特約保険料及び特別手当に増額が生じた場合は、振替に伴う経費の増額分の補てんに必要な範囲」を
「準備/整理作業と現地作業の振替により日当・宿泊料、戦争特約保険料及び特別手当に増額が生じた場合は、振替に伴う経費の増額分の補てんに必要な範囲」に変更する。
（5） 約款第15条（前金払）
1 第1項中「ただし、契約履行期間が12か月を超える場合には、初回の前払金のほか、その後各年 1 回の前金払につき、本契約で定める当該各期間に履行する業務の対価を超えない金額に乗じる割合を限度とし、その割合を契約書本体に規定する。」を
「ただし、契約履行期間が 12 か月を超える場合には、初回の前払金のほか、その後各年 1 回の前金払につき、当該各期間に履行する業務の対価を超えない金額に乗じる割合を限度とし、その割合を協議し、当該協議の結果を書面により定める。」に変更する。
（6） 約款第16条（部分払）
1 第1項中「受注者は、部分払を行う旨本契約に規定する場合で、本業務の完了前に、当該部分払の対象とする本業務の一部（以下「部分業務」という。）が完了したときは、当該部分業務に相応する契約金相当額（以下「契約金相当額」という。）の10分の9以内の額について、次項以下に定めるところにより部分払を請求することができる。」を
「受注者は、本契約において部分払を行うことをあらかじめ発注者が承諾する場合で、本業務の完了前に、当該部分払の対象とする本業務の一部（以下「部分業務」という。）が完了したときは、当該部分業務に相応する契約金相当額（以下「契約金相当額」という。）の10分の9以内の額について、次項以下に定めるところにより部分払を請求することができる。」に変更する。

※調査業務の場合
	2 第2項中「受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ発注者に対して、部分業務に係る完了届（以下「業務部分完了届」という。）に成果品のうち当該部分業務にかかるものとして本契約に規定されている中間成果品（以下「中間成果品」という。）を添付して提出のうえ、当該部分業務の検査を求めなければならない」を
「受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ発注者に対して、部分業務に係る完了届（以下「業務部分完了届」という。）に成果品のうち当該部分業務にかかるものとして発注者と受注者とが別途協議し、当該協議の結果を書面により定める中間成果品（以下「中間成果品」という。）を添付して提出のうえ、当該部分業務の検査を求めなければならない」に変更する。




※　受注者が法人ではなく、個人コンサルタントである場合。
	（前金払条項の変更）
第●条　約款第15条第1項から第5項までを削除し、次の各号の規定を挿入する。
（１）第1項
受注者は、発注者に対して、附属書Ⅱ「契約金額内訳書」に定める旅費（航空賃）及び旅費（その他）（以下、併せて「旅費」という。）に限り、前金払の支払を請求することができる。
（２）第2項
前項の前金払の範囲は、業務従事者の現地渡航の都度、当該現地渡航に係る旅費とする。ただし、一回の渡航で渡航前に前払できる限度額は、旅費（航空賃）と6ヶ月分の旅費（その他）とし、旅費（その他）の残額は、渡航6ヶ月経過後に請求できるものとする。
（３）第3項
発注者は、第1項の規定による前金払の請求があったときは、審査のうえ、受注者が請求した日から起算して30日以内に支払うものとする。


 
· 業務実施契約（単独型）約款の条文の一部を変更して適用する必要のある場合。
	（業務実施契約（単独型）約款の変更）
第○条　本契約においては、業務実施契約（単独型）約款のうち、次に掲げる条項については、同約款の規定によらず、次のとおり変更するものとする。
	＜例＞
（１）第24条　成果品（/報告書等）の取扱い
　　以下のとおりとする。
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
（３）第○条　□□□□□
　　条全体を削除する。

	






本契約の証として、本書２通を作成し、発注者、受注者記名押印のうえ、各自１通を保持する。
なお、本契約は、以下の日付より効力を生じるものとする。
[bookmark: _Hlk113842677]【電子契約の場合】
　本契約の証として、本書を電磁的に作成し、発注者、受注者それぞれ合意を証する電磁的措置を執ったうえ、双方保管するものとする。
　なお、本契約は、以下の日付より効力を生じるものとする。


（西暦で記入）年　　　月　　　日

	発注者
東京都千代田区二番町５番地２５
独立行政法人国際協力機構
契約担当役
　理　事　○○　○○
	受注者
＜住所＞
＜組織名＞
＜代表者役職名＞　○○　○○
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